研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　青山荘　　　　職　種　　精神保健福祉士　　　　氏　名　長谷部　拓生

	期　　間　　平成　19年　3月　26日　～　平成　19年　3月　28日

	出張目的　　新潟視察研修

	出 張 先　　医療法人　立川メディカルセンター　柏崎厚生病院

　　　　　　医療法人　高田西城会　　　　　　　高田西城病院

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜総括＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

今回の新潟視察研修では、視察病院の候補地選びからＣＥＯにご協力を頂き、普段からいかに自分が他施設の活動状況に目を向けていないか、自分自身の視野の狭さと情報量の少なさを反省すると共に、視察した各法人とも地域医療、福祉を意識した活動を展開している現場を視察することで、地域施設で従事する者として、医療と連携した地域施設の充実と地域生活支援の今後の展開方法について、早急に対応していかなければならないと痛感しました。また、視察見学のスケジュールを調整するなかで、私たちが有意義な視察を行える様スケジュールを組み立てていただいたことや事前質問に明確な回答を下さった相手側の配慮と迅速な対応という点についても勉強させて頂きました。

視察研修のスケジュール調整や事前資料を準備するなかで、各法人とも地域の施設が充実していることを知り、視察研修のテーマとして障害者自立支援法下の新体系施設へ移行する過程において各法人の施設ではどのような活動を行っているのか、精神保健福祉士の専門性として、地域生活支援の実践課題にどのように取り組んでいるのかを重点課題として臨みました。特に自立支援法では、地域社会における社会資源の開拓、地域づくりは自立支援の基盤となりサービス利用者（障害者１人ひとり）の個別のニーズを包含する場であり多様な関係が生れ育っていく場であることから、他県の現状を知ることで青森県内のサービスと比較できること、また、当法人施設での地域サービスのあり方、今後の方向性、地域格差を法人単位でどのようにして解消しているのかという点でも参考となりました。

以下、2法人の地域関連の施設と当法人の施設と比較しながら考察します。

「柏崎厚生病院」

「茨内地域生活支援センター」

職員構成：施設長1名、精神保健福祉士1名、相談支援専門員1名、

臨床心理士1名、管理栄養士1名

事業内容（委託事業として）

地域活動支援センター（1200万）相談支援事業（600万）住居サポート事業（300万）

退院促進事業（700万）近隣の市町村から　　（150万）        合計29,500,000円

地域活動支援センターの機能としては、病院から車で5分の距離にある場所にログハウス調の開放感のあるセンターを拠点にレクリエーション活動、健康管理、金銭管理を支援している。その他、入浴施設も整っており、利用者はそれぞれの目的に合わせ利用している様子が伺える。毎日20名程度が利用しているが、交通の便が悪いことから、頻繁に利用できない登録者には積極的に訪問活動をしているとのこと。

相談支援事業の対象者として、主な利用者は柏崎・刈羽地域で暮らしている精神障害者とその家族、年間相談件数は800～1000件で相談経路は電話利用が多い。夜間の相談体制としてはオンコール体制をとっており当番職員の携帯電話に繋がる。実際は、訪問看護も24時間体制で機能しているため、緊急電話は年に数回しかないとのことである。センターでの相談支援事業としては、ケアマネジメントを実施しているとの事であったが、サービス利用者は精神障害者のみでサービス利用計画費請求までの利用計画は作成していない。

住居サポート事業として賃貸契約による一般住宅への入居支援、入居手続き援助を行っている。新潟県は精神障害者の公的住居への入居が可能であることから、退院支援と並行して公営住宅への入居支援も行っているとのこと。住居サポート事業と退院促進事業でも同様であるが、法人単体での活動では円滑に進まないことでも行政を巻き込むことで、事業展開し易いとの事であった。入居後の支援体制は訪問看護、ホームヘルパー、配食サービス（つくし工房で調理・配達さ）等の利用を支援している。

退院促進は、H18より柏崎市と近隣の町村から委託されている。委託後、専任として職員を1名配置し柏崎市の3病院、長岡市の8病院を対象として行われている。センター施設長の岡部氏は新潟県精神保健福祉士協会の会長でもあり、協会自体でも積極的に退院促進事業を進めており、定期的に退院促進事業対象者の状況などについ協議しているとのことであった。

考察

活動支援センターⅠ型、相談支援事業は青明舎でも八戸市から委託されている事業であるが、住居サポート事業は上記委託料に含まれており、退院促進事業に至っては青森県内では委託されている法人は皆無である。退院促進事業は都道府県が行う広域的・専門的支援事業（費用負担：国1/2都道府県1/2）であり、県内で委託されている法人がないのは青森県の事業展開が遅れているのか、それとも事業展開できるだけの法人が選択できないのか、予算がないのか、いずれかであると考えるが、現に視察した茨内地域生活支援センターで委託されていることを考えれば、青明舎でも今後事業受け入れ態勢として、少なくとも青南病院の対象者には退院に向けた支援計画と退院後のケアマネジメントを実施していくことが必要であるし、それにより、デイケア利用者の確保や施設入所者の充足にも繋がるものと考える。

「生活訓練施設　米山自在館」

職員構成：施設長1名、精神保健福祉士1名、社会復帰指導員3名、顧問医１名

定　員　：　20名

利用料　：　4人部屋　8,000円　1人部屋　11,000円　光熱費・食費は実費

入所期限：　原則として2年（1年延長可）

入居者数：　男性9名（平均年齢51歳）女性3名（平均年齢60歳）：平成19年2月現在数

その他　：　当直は警備会社に委託。

考察

生活訓練施設と福祉ホームが併設された機能となっており、１階に生活訓練施設、２階が福祉ホームA型となっているため、機能的であると思ったが、福祉ホーム入所者の殆どが生活訓練施設退所者であることで、地域生活への動機付け低下のデメリットもあると考える。入所者様の殆どは柏崎厚生病院退院患者様であるが、最近の入所者の傾向として統合失調症の患者様が少なくなってきていることから、人格障害（6％）、アルコール関連障害（12％）等の困難ケースも受け入れる場合もあるとのこと。

利用者の確保として入所申し込みから判定会議までの経過として、体験入所を行っているとのことで、青山荘でも参考にしたいと考える。日中活動の場として柏崎厚生病院デイケア、外来OT、作業所、自在館プログラムを実施している。生活訓練施設から自立支援法の新体系施設に移行するには、「生活訓練」「就労移行支援」夜間「グループホーム」「ケアホーム」の多機能型を考えているとのことであるが、現状では法の動向を見守り、23年までの移行を考えているとのこと。

食事は朝食・夕食ともを職員と２名の当番制で、近くのスーパーで食材を仕入れ、調理している。昼食は各自で準備している。朝夕の1食の平均単価220円程度、厨房兼食堂が広いスペースである為、「生活訓練」「就労移行支援」のプログラムとして、食事作り、弁当作りのプログラムを取り入れることが可能である。

「医療法人高田西城会」

「精神障害者生活訓練施設　ハウス道芝」

職員構成：施設長1名、精神保健福祉士1名、社会復帰指導員3名　顧問医１名

定　員　：　20名

利用料　：　1人部屋　16,000円　光熱費・食費は実費

入所期限：　原則として2年（1年延長可）

入居者数：　19名（平成19年3月現在数）市内３病院に通院

考察

現在、ハウス道芝には19名入所している。入所経路は高田西城病院、診療所からの入所が大半であるが、地域の保健師紹介事例もあるとのこと。常に90％台の入所率を維持している背景には、高田西城病院の療養病棟との定期的な交流を積み重ねて、退院、入所の動機付けの働きかけを行っているとのことである。視察時、料理教室プログラムを行っていたが、そのプログラムにも療養病棟から4名参加している。

正式入所までは、施設見学・面接→申し込み→連絡会議（医師の意見書をもとに、関係機関スタッフ、本人、家族）→体験入所（日帰り、宿泊とステップ）→判定受理会議（本人、家族参加、入所目的を理解していただく為）→正式入所となる。

一連の流れの中で、青山荘でも取り入れたいこととして、病棟との連携（病棟から青山荘への退院援助）と体験利用を考える。他機関からの紹介でも同様にプログラムへの参加と入居の体験利用をしていただくことで、書面では判断しにくい部分が明確となり正式利用への判定基準に十分参考になるものと考える。

　荘内でのプログラムは青山荘と同様、個別・集団プログラムを実施している。個別援助についてはケアマネジメントを行い、独自の生活技能評価を使用し、評価会議にてケアプランの客観評価をするよう工夫しているとのこと。他機関や地域との連携では、町内会に入会し清掃活動等への参加、市内の障害者施設と合同でイベントの企画（音楽会開催）ボランティアの受け入れを定期的に行っている。青山荘でも今年度は自主会活動に積極的にボランティアの導入をしながら、インフォーマル資源の開拓と地域啓発（ＮＰＯ会員増）に繋げたいと考える。

　ソーシャルワーカーの専門職としての育成については、定期的なカンファレンスを実施し、ケースへの関わりの日頃の業務点検を実施。その他、上越スーパービジョン研修会を立ち上げる、専門職としてのアイデンティティーを確立し、クライエントのＱＯＬ向上を高める援助や権利擁護のための実践に役立てることを目的に実施している。やはり専門職としての技術・知識・価値を及び職業的な倫理を身につけるには対象者を理解する視点、生活支援の視点などを実践事例に基づいて、その意義を理解し、専門性を高める必要がある。今後もスーパービジョンを有効的に活用して人材育成に努めたいと考える。

最後に自立支援法での新体系の施設移行について尋ねると、「生活訓練」「就労移行支援」夜間「グループホーム」「ケアホーム」の多機能型を考えているが、現状では平成23年まで未定とのことであった。

「社会福祉法人　上越つくしの里医療福祉協会」
「精神障害者通所授産施設　つくし工房」

職員構成：施設長1名、精神保健福祉士1名、社会復帰指導員4名（製菓専門職1名）顧問医１名

定　員　：　20名

利用料　：　施設利用料　3,000円

作業工賃：　経費を差し引いて還元

　　　　　　作業能力に応じて（月8000円～1万円程度）

定　員　：20名

授産内容：パン、菓子の製造販売、縫製作業、名刺の点字加工など

　　　　　配食サービス（18年度　新規事業）

活動内容：対人関係の訓練を中心としたグループワーク・レクリエーションやボランティア活動

　　　　　健康や日常生活に関する相談、援助活動

利用期間：原則2年間

活動日　：月曜～金曜　9：00～16：00

その他　：送迎用のマイクロバスを運行している。

考察　

　つくし工房の主な授産収入としてパン、菓子の製造販売である。販売先として専門の店舗は持たないため、製造卸業である。卸し先として関連施設（喫茶店）、ほか、他障害者施設から注文を受けて製造している。障害者施設では仕入れたパン・菓子の販売をして収益を得ているのだという。これも受注製造であり、食品加工をする授産作業の基本である、①ロス（売れ残り廃棄）を出さずに製造していため、②原価をかけても粗りがでること、③結果的に良い商品造りができる、④仕入れ販売している障害者施設も売れ残りがなく、安定した受注に繋がる。青木施設長の説明では、ここ何年間は年間約1千万の授産収入があるとのこと。（他の作業も含めている）

現在、商品化している種類は約20種類、専門の職人を指導員として配置していることも良い商品造りのためには不可欠である。ちょうど見学時間では明日の仕込み作業をしており、仕込みの終わった生地を低温冷蔵庫で翌日の作業開始時間まで低温発酵するのだと説明を受ける。翌日の焼き作業は１回のみ。

○以前の職場での経験から作業工程を推定すると

8：00（前日仕込みの生地を成形）　　　　→9：00（食パン生地から菓子パンまで順に焼き込み開始）

11：00（焼きあがった順にパンの袋入れ） →11:30 (納品、商品渡し)

13：00（受注にあわせて翌日の仕込み）　 →13：30（菓子生地の焼き込みと冷凍保存）

※その他の作業として、受注、仕入れ伝票の集計、食材・包装の発注、等　同時進行で行う。

○1日4万円の売上を想定した内訳として

食事系のパン（食パン、ロールパンなど5種類）2万円　菓子パン（約15種類）1.5万

菓子（クッキー、ロールケーキ等）5千円　　　合計4万円と推定する。

作業評価に関しては、工賃還元のための作業評価表を作業療法士の指導のもとで作成し、本人と職員による評価し能力に応じた工賃の支払いをしている。就労に向けては、障害者職業センターの職業評価テストを活用し、職場開拓の参考にしている。通所授産施設からの就労活動としては積極的に行われていない。

平成19年4月1日より「つくし工房」と隣接の「つくし作業所」はひとつの事業所「つくし工房」となり自立支援法下の新体系事業へ移行する。

1 就労移行支援事業

2 就労継続支援事業

「精神障害者地域生活支援センター「つくしセンター」

職員構成：施設長1名、精神保健福祉士2名、社会復帰指導員2名

地域交流事業として喫茶店の運営を行っている。平成18年10月より「地域活動支援センター事業Ⅰ型」として上越市の委託と妙高市の補助により運営している。相談支援事業は２市とも委託しているが現時点では利用相談０件。19年度、介護給付（ホームヘルプ）受給者のケアマネジメントを担当することになっている。上越市においては、20年度上越地域総合福祉拠点がスタートすることになっている。職員の出向とサテライト機能を果たす方向である。

家族支援としては、月１回、保健所と共催の家族グループを開催している。内容は、講座とグループワークである。家族との関わりが疎遠になっている利用者については、必要に応じて個別に働きかけている。

「糸魚川市こころの総合ケアセンター」　（開設年月日：平成18年4月1日）

糸魚川市こころの総合ケアセンターは「官と民」の協働体制で精神医療と福祉が運営されている。建物内は糸魚川市の相談室、地域交流ホール、医療は高田西城病院の糸魚川診療所、福祉は「地域活動支援Ⅰ型生活支援センターこまくさ」で三者の協力体制で運営されており、「通所授産施設　好望こまくさ」が隣接している。自立支援法を円滑に施行するための基盤に、地域社会における社会資源の開拓、地域づくりはサービス利用者（障害者１人ひとり）の個別のニーズを包含する場であり多様な関係が生れ育っていく場であるとしている。まさに、今回の視察研修でのなかでは、全国モデルになり得る取り組みだと感じた。駆け足で視察したのが残念であった。
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